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平成 30年３月 26日 

各 位 

 

会 社 名 株 式 会 社 三 機 サ ー ビ ス 

代 表 者 名 代表取締役社長 中島 義兼 

（コード番号：6044 東証第一部） 

問 合 せ 先 取締役管理本部長 北越 達男 

（ TEL.079-289-4411 ） 

 

発行価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ 

 

 平成 30 年３月 16 日の取締役会決議により決定いたしました新株式発行及び株式売出しについ

て、発行価格及び売出価格等が下記のとおり決定されましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．公募による新株式発行（一般募集） 

(１) 発 行 価 格  １株につき 1,749円 

(２) 発 行 価 格 の 総 額  349,800,000円 

(３) 払 込 金 額  １株につき 1,667.01円 

(４) 払 込 金 額 の 総 額  333,402,000円 

(５) 増加する資本金及び  増 加 す る 資 本 金 の 額 166,701,000円 

 資 本 準 備 金 の 額  増加する資本準備金の額 166,701,000円 

(６) 申 込 期 間  平成 30年３月 27日(火)～平成 30年３月 28日(水) 

(７) 払 込 期 日  平成 30年４月２日(月) 

(注)引受人は払込金額で買取引受けを行い、発行価格で募集を行います。 

２．株式売出し（引受人の買取引受による売出し） 

(１) 売 出 価 格  １株につき 1,749円 

(２) 売 出 価 格 の 総 額  1,171,830,000円 

(３) 引 受 価 額  １株につき 1,667.01円 

(４) 引 受 価 額 の 総 額  1,116,896,700円 

(５) 申 込 期 間  平成 30年３月 27日(火)～平成 30年３月 28日(水) 

(６) 受 渡 期 日  平成 30年４月３日(火) 

(注)引受人は引受価額で買取引受けを行い、売出価格で売出しを行います。 
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３．株式売出し（オーバーアロットメントによる売出し） 

(１) 売 出 株 式 数  130,000株 

(２) 売 出 価 格  １株につき 1,749円 

(３) 売 出 価 格 の 総 額  227,370,000円 

(４) 申 込 期 間  平成 30年３月 27日(火)～平成 30年３月 28日(水) 

(５) 受 渡 期 日  平成 30年４月３日 (火) 

 

＜ご 参 考＞ 

１．発行価格及び売出価格の算定 

(１) 算定基準日及びその価格  平成 30年３月 26日(月)  1,822円 

(２) デ ィ ス カ ウ ン ト 率    4.01％ 

 

２．グリーンシューオプションの行使期間 

平成 30年４月３日(火)から平成 30年４月 27日(金)まで 

 

３．シンジケートカバー取引期間 

平成 30年３月 29日(木)から平成 30年４月 24日(火)まで 

 

４．今回の調達資金の使途 

今回の公募増資に係る手取概算額 325,402,000円については、全額を、平成 32年５月期中に設備

投資資金に充当する予定であります。 

設備投資資金の内容については、老朽化に伴うシステム再構築等を目的としたトータルメンテナ

ンスシステム構築のためのソフトウエア導入に 250,000,000 円、経営の効率化を目的としたＳＦ

Ａ・会計・人事・給与計算等のためのソフトウエア導入に 75,402,000円をそれぞれ充当する予定で

あり、当該各ソフトウエア導入により、「トータルメンテナンス事業における生産性の向上」、「お客

様へ改善提案をするためのデータ収集と分析」、「経営管理体制強化」を実現することで、収益力を

向上させ、更なる成長を目指してまいりたいと考えております。また、本手取金については、具体

的な充当時期までは、安全性の高い金融商品で運用する予定であります。 

詳細につきましては、平成 30年３月 16日に公表いたしました「新株式発行及び株式売出し並び

に主要株主の異動に関するお知らせ」をご参照下さい。 

 

以  上 


